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研究成果の概要（和文）：本研究課題の遂行を通じて、計画経済期中国において個別企業レベル
では技術進歩が観察されることや、生産要素、特に流動資金等の配分効率性改善がある程度達
成されていたことが統計的証拠に伴って明らかになった。 

本研究で得られた知見は、計画経済期中国の意義が当該期における一定程度の技術水準等、
幾つかの側面での生産性改善を基礎として、改革開放期中国における経済改革に伴う配分効率
性の改善による経済発展を可能にした点にあることを示している。 
 
研究成果の概要（英文）：This study empirically investigates how Chinese planned economy 
can be interpreted as a development strategy. The main results through this study are 
as follows. First, we can find a technical progress in a planned economy era of China 
except several seriously disordered periods like the Great Leap Forward and the start 
and finish of the Cultural Revolution. Second, allocative efficiency of productive 
factors like working capital and so forth is improved on micro level to some extent, even 
in those days. These results suggest that the planned economy era of China as development 
strategy formed good foundations for starting economic reform following it with respect 
to production technology and allocation of productive factors. 
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１．研究開始当初の背景 

経済学の現在の到達水準からの計画経済
期中国の解明は、本研究課題開始当初におい
て、すでに幾つかの先行研究によって試みら
れていた。例えば、当時の国営企業の過少雇
用問題を取り扱った実証分析を行った Dong 

and Putterman (2000, Journal of 
Comparative Economics 28) をはじめ、Imai 
(2000, Journal of Comparative Economics 
28) 、 Chen et al. (1988, Journal of 
Comparative Economics 12)等がある。これ
らは計画経済期中国の理論的解明を試みた
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研究である。そして、これらの研究は、分析
の射程を計画経済システムに限定した個別
テーマの例証の範囲を超えないのに対して、
本研究課題では、有効な開発戦略への提言と
いう包括的な視点から、計画経済期に遡って
中国経済発展を考察するとした。 
 
２．研究の目的 

開発戦略のための包括的枠組みによる、計
画経済期中国に焦点を当てた長期中国経済
発展の実証的研究を、開発経済学の視点から
行うことにより、中国における計画経済期の
意義を開発戦略・市場移行の観点から実証的
に明らかにすることを目指す。 
 
３．研究の方法 
(1)文献資料収集と中国現地での聞き取り調
査を行い、生産組織のあり方に関して実態把
握を行う。 
 
(2)計測・実証分析のためのデータ収集を行
い、それを用いて計画経済期から改革開放期
にかけての生産組織のあり方と生産への影
響に関する実証分析を行う。 
 
(3)計画経済期中国において技術進歩がおき
ていたのか否かを解明する。 
 
(4)技術進歩の偏向特性を明らかにするよう
に特定化された生産関数を用い、計画経済期
中国国営企業における技術進歩の速度とそ
の特徴についての実証分析を行う。この際、
計画経済期中国には幾つかの無視し得ない
大きな政治的ショック(文革等)が発生して
いるので、このようなショックが技術進歩の
計測において無視し得ないノイズとして適
切な計測結果を得る阻害要因になる可能性
を考慮したモデル構築、推定を行うことを目
指す。 
 
(5)企業間での資源配分のあり方が社会全体
の観点から効率的であったか否かを明らか
にする。収集された企業マイクロデータを用
いて(4)での分析結果をもとに、特定の生産
要素に体化された技術進歩の解明を実証的
に行う。 
 
(6)計画経済期における企業の技術水準が、
改革開放期における発展にどのように影響
したのかに関する実証分析を行う。 
 
４．研究成果 
(1)計画経済期中国の生産組織のあり方に関
する特徴として、企業間、生産組織間での原
材料等の融通が見られることが文献等より
明らかとなった。また、コスト削減等の企業
行動も見られたことも分かった。 

 
(2)計画経済期中国の国営企業における生産
工程の企業内抱え込みの非効率性に対する
指摘が多く見られることより、この点を実証
的に分析した。具体的には、生産組織の規模
拡大と生産組織数の増大のいずれがより生
産拡大に貢献するかを明らかにした。その結
果、計画経済期中国においては、生産組織数
の増大がより生産拡大に貢献していること
が明らかとなった。 
 
(3)異なる仮定を設定した幾つか実証モデル
を用いての生産性分析により、大躍進や文化
大革命中の特定期間における一時的なショ
ックによる生産性低下を除いて、計画経済期
における中国企業の生産性には緩やかでは
あるが上昇傾向が見られたこと、特にその傾
向は 50 年代をはじめとする幾つかの時期に
おいて顕著であったことが明らかになった。 
そして特に軽工業においてこの傾向は顕著
に見られた。 
 
(4) 技術進歩の偏向特性を明らかにするよ
うに特定化された生産関数の推定により、計
画経済期中国においては、生産要素の中でも
労働使用型の技術進歩が見られたことが明
らかとなった。即ち、労働を投入することで
より生産拡大が可能になる、という中国の生
産賦存状況に適合的な結果が見られた。 
 また資金において、資金効率性の高さが経
済発展に大きな影響を与えることも、実証分
析より明らかになった。 
 
(5)異なるレベルのデータをそれぞれ複数種
類用い、計画経済期中国を含む長期の個別企
業における効率性水準及びその動向と、社会
全体におけるそれらを比較することで、特に
社会全体の非効率性が顕著であることが明
らかになった。また生産要素の生産性につい
ても分析した。これにより非効率性問題とし
ては、主として配分効率性に問題があること
が示された。 
 
(6)計画経済期から改革開放期にかけての長
期データを用いた実証分析により、改革開放
期に入って企業改革の進展により合併・買
収・閉鎖となる企業は、その当該年より数期
前より生産性の落ち込みが他の企業に比べ
て統計的に有意に見られることが明らかと
なった。 
 

以上の本研究課題における分析結果をま
とめると、計画経済期中国において、個別企
業レベルでは技術進歩が観察されることや、
生産要素、特に流動資金等の配分効率性改善
がある程度達成されていたことが統計的証
拠に伴って明らかになった。 



 

 

これらの知見は、改革開放政策の意義が、
資金等を中心とする経済全体の資源配分効
率性の改善、及びこれを可能にするメカニズ
ム及び制度導入にあったことを示している。
言い換えれば経済全体での資源配分効率性
の改善を実現できていなければ、改革開放政
策は必ずしも成功しなかったことを示唆し
ている。 

そして計画経済期中国について言えば、当
該期において技術水準の上昇がある程度達
成されていたことより、当該期が改革開放期
中国において配分効率性の改善による経済
発展を可能とする条件となっていたことが
示され、この意味で計画経済期は後の改革開
放期中国における経済発展の基礎となって
いたと言える。 
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